





























































Analysis of Overseas Production Business of Trading Companies

































































































1972 1974 1976 1979 1982 1985 1988 1991 1994 1997 2002 2007 2012 2014
ビーク時比
（2014 年）
織物卸売業 7,934 8,314 8,807 8,623 9,557 9,659 9,742 9,986 7,068 6,005 4,348 3,329 2,304 2,087 20.9
（室内装飾繊維品を除く） 113 118 113 98 96 96 96 99 70 53 36 24 16 15 13.0
5113 4,471 6,969 7,465 7,946 8,935 9,905 9,485 10,782 6,990 5,009 3,893 2,237 1,206 1,249 11.6
衣服卸売業 8,257 9,256 10,755 11,758 13,008 12,650 13,843 15,248 15,237 13,267 12,173 9,694 10,396 10,841 71.1
512 127 149 161 164 177 181 204 212 215 184 150 126 124 127 60.1
2,472 4,642 5,548 6,329 7,850 9,327 11,655 13,541 12,276 11,028 8,668 7,610 5,529 4,300 31.8
男子服卸売業 2,610 2,963 3,197 3,270 3,471 3,227 3,343 3,588 3,699 3,350 3,099 2,453 1,668 1,783 49.7
5121 36 44 43 40 43 39 44 51 51 40 33 27 16 19 37.4
510 992 1,114 1,247 1,920 1,716 2,162 3,151 3,004 2,494 1,829 1,514 763 991 31.5
婦人・子供服卸売業 3,429 3,912 5,044 6,044 6,986 7,051 7,955 9,055 8,852 7,640 6,807 5,700 3,472 3,427 37.8
5122 53 64 80 84 99 107 123 130 130 114 88 80 57 45 34.8
1,222 2,384 3,132 3,560 4,326 5,860 7,507 8,410 7,173 6,773 5,135 5,284 3,440 2,188 26.0
下着類卸売業 2,218 2,381 2,514 2,444 2,551 2,372 2,545 2,605 2,686 2,277 2,267 1,541 1,208 1,177 43.8
5123 38 40 38 40 35 34 37 31 34 29 29 18 13 15 37.9








































































































































































































































































































中 国 ­ ­ 186 ­ 50 38 ­ ­ ­ ­ ­ 184 69 86 61.5 25.5 36 27 6 91.2 8.0
韓 国 22 3 3 2 1 1 20 1 6 41.3 55.5 3 0 1 55.5 39.9 1 1 0 100.0 0.0
台 湾 13 2 5 1 3 0 13 1 3 42.6 49.4 5 3 0 74.3 19.5 - - - - -
香 港 9 0 11 0 1 3 9 1 4 24.3 70.9 11 5 4 60.3 28.9 3 2 0 85.0 15.0
タ イ 2 1 12 1 5 4 2 0 0 39.5 51.0 12 0 7 38.5 44.8 2 0 1 49.0 51.0
インドネシア - - 18 - 5 4 - - - - - 18 0 0 48.9 29.2 4 1 1 74.9 16.7
フィリピン 7 0 - 0 - - 5 0 2 31.6 66.0 - - - - - - - - - -






































































































































































































































































































































推 測 値 を 含 む、478,567百 万 円 ） と 賃 加 工 品
（279,138百万円）と、これらに含まれる二重計上
を除くために、「繊維統計」の「生産数量」と「受
入数量（外注、企業内取引など）」に基づく受入
比により、国内生産量を推計していくことにする。
また、賃加工品の金額を、輸入浸透率で用いる「貿
易統計」に対応させるために、生地等を含めた金
額に換算することとしたい。まず、受入比（受入
数量／（生産数量＋受入数量））は、「繊維統計」
から織物製外衣は40.8％（50％に達すると、すべ
てが二重計上になる）、ニット製外衣29.6％、下
着類が42.8％を使用。賃加工品から製造品への金
額換算は、２倍、2.5倍、３倍の３ケースを想定し
求める。これらを、製造品と賃加工品に共通する
品目ごと、及び先の３分類の小計ごとに算出し、
を経験してきた商社、アパレルメーカー、縫
製業などから独立創業しOEM生産事業を展
開している小規模なOEM会社にアウトソー
シングする場面が、中国事業において一段と
拡大していることの分析があげられる29）。
　以上のような商社等を基軸としたさらなる
分析に加えて、国内外の縫製業、そして日本
のアパレルメーカーに焦点を当てた分析が、
アパレル産業の製品生産分析には重要である
と考えている。さらに、原糸生産、生地生産、
染色加工などの川上分野からの分析や、百貨
店、専門店、量販店、SPA、そしてネット販
売を含めた川下分野からの分析を積み重ねて
いくことが、アパレル産業、繊維産業の生産・
流通構造の変化の研究を深めることに繋がる
のではないだろうか。日々、日本のアパレル
産業、繊維産業をめぐる生産・流通構造は変
化している。そうした構造変化の分析にどこ
まで踏み込めるか心許ないものの、今後とも
可能な限り取り組み続けたいと考えている。
注
１）「貿易統計」の「衣類」のみの金額。付属品は
除いている。なお、本稿ではアパレル産業の製品
を「衣料品」というが、統計データを用いる場合、
「工業統計」では「衣服」、「貿易統計」では「衣類」
と記す。
２）日本化学繊維協会『繊維ハンドブック』におけ
る数量ベースの輸入浸透率は、「貿易統計」と「繊
維統計（生産動態統計調査）」の数量に基づき求
められている。また、金額ベースで求める場合に
は、「工業統計」の出荷額が用いられていることが
多い。ところで、「繊維統計（生産動態統計調査）」
の目的は、当該製品の生産等の動きを、月次単位
でいち早く把握し公表する（速報は、翌月末、確
報は翌々月中旬）ことを目的に実施するため、縫
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がける縫製業では、布帛製品の場合、アパレルメー
カーなどから生地が、有償、あるいは無償で支給
されることが多い。本来、前者は材料持ちとなる
ので「製造品」となり、後者は、加工賃のみの取
引になるので「賃加工品」となるが、企業がそれ
を正確に記載しているかどうかは定かではない。
他方、ニット品については、支給よりも自社での
調達が多く、大半が「製造品」に該当する。した
がって、衣服の生産額（出荷額）規模を理解する
には、賃加工品との関係を構造分析により詳細に
検証する必要があるが、この点については、注２
で試算しているものの、ここではとりあえず「製
造品の出荷額」のみの言及にとどめている。
９）ただし、総合商社、繊維専門商社については、
生地取引よりも製品売上が上回っているケースが
大半であり、産業分類によるデータ集計では、生
地取引の金額が低く抑えられる傾向にあると考え
られる。
10）岩崎剛幸『最新アパレル業界の動向とカラクリ
がよ～くわかる本［第４版］』秀和システム、
2017年、56－57頁。
11）業界では、アパレルメーカー、量販店などの誰
が、生産数量最終決定者であり、その数値に責任
を持つかの議論が重ねられてきた。そうした点は、
「繊維産業流通構造改革推進協議会」（17年５月１ 
日訪問）で当事者企業を交えて適正化を図る努力
が積み重ねられている。
12）ただし、岐阜県婦人子供服工業組合の組合員の
多くは、自らの責任において製品企画を行ってい
ることを強く意識し、単なる商品の流通を担う卸
売業とは異なることを主張している。こうした自
らを製造業として位置づけているのも理解できよ
う。他方、自社工場を持つことなく自らを卸売業
と公言する大手アパレルメーカーの例もあるなど、
業界内の考え方は様々なようである。
13）ただし、繊維専門商社及び総合商社の生地部門
は、独立した事業所を構成しているケースもある
が大半は、製品部門が売上的に大きく上回ってい
る企業が多く、ここでの「織物卸売業」に含まれ
るケースは、希ではないかと考えている。
14）衣料品生産の９割前後が海外生産であるのに対
輸入品浸透率（輸入量／（国内生産数量＋輸入量
－輸出量））と、国産比率（先の逆数）を求めると、
数量ベースでは、8.8 ～ 12.2％、金額ベースでは
17.9 ～ 21.7％という結果となる。こうした幅のあ
る結果は、先の金額換算と、品目個々の価格が10
倍近く開いていることと、小計、合計での計算に
おいて、それらが影響していると考えられる。
３）「工業統計調査・品目編」において、出荷数量
が㎡表示されている品目の合計。
４）ここでは、客観性に乏しいものの、日本の海外
衣料品生産のうち、OEM生産がどれほどの割合
を占めているかを推計しておくことにする。2016
年の貿易統計による衣類の輸入額は、約2.6 兆円
である。これに対し、総合商社、繊維専門商社、
合繊メーカー系商社を含めた企業の上位10 社で、
1.1兆円前後、11－20位で0.4－0.5兆円ほど、OEM
会社を含めた30位以下で0.1－0.2兆円とすると、
合計で1.6－1.8兆円と推計できる。これは、先の2.6
兆円の62％－69％を占めている。
５）本稿を執筆するに際して実施した繊維企業、繊
維団体へのヒアリング調査は、2015年８月－2017 
年10月で130（社・団体）を数えている。そこか
ら得た知見のうち、本稿では商社等のOEM生産
事業に焦点を絞り分析を行った。なお、ここでの
商社等の分析のために訪問したのは、三井物産（16 
年12月12日）、丸紅ファッションリンク（16年12 
月12日）、日鉄住金物産（16年12月20日）、伊藤忠
商事（17年１月24日、２月17日）、豊島（17年２ 
月28日）、瀧定名古屋（17年６月30日）、帝人フロ
ンティア（17年８月１日）、タキヒヨー（17年８ 
月８日）の８社である。
６）ちなみに、ここでの金額表示は、物価等の変動
を加味することなく、生データに基づいている。
したがって、70年代、80年代の金額については、
それぞれの時期における物価等の変動を理解し、
量的な推移をイメージしておくことも重要である。
７）もちろん、欧米の高級ブランド品、あるいは欧
米SPA店舗への輸入も一定程度認められるが、そ
の割合はわずかでしかない。
８）国内の生産額をみる場合、多くの産業では、製
造品の出荷額のみでほぼ把握できるが、生産を手
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日本と比べ遜色がないといわれている。しかし、
今日でもその製造現場に日本から派遣された技術
者（商社等が採用した縫製業等で勤めていた人達）
が監視を続けていることは、そうした監視なくし
ては品質維持が難しいという現実にも留意しなけ
ればならない。ただ、2000年代に求められていた
品質要求と、現在のそれとは比べようもないほど
高くなるなど、常に要求が高くなり続けていると
いうことも忘れてはならない。また、中国は、チャ
イナプラスワン地域に比べると遙かに高い技術力
を備えるが、縫製従事者の年齢層が、年々高くなっ
ていることが懸念材料として指摘されている。
23）たとえば、『海外進出企業総覧・国別編』2002 
年版と2016年版によると、中国において独資で縫
製工場を展開していた商社等は、住友物産、双日、
日鉄住金物産、タキヒヨーなどである。
24）これら地域の縫製技術のレベルは、中国と比べ
るとかなり低いようであるが、その一方で自動化
設備などを積極的に導入した生産体制を整えてい
るようである。従事者の技能の向上をカバーする
ための自動化というように位置づけることができ
る（イトーヨーカ堂、17年８月31日訪問より）。
25）チャイナプラスワンで存在感を示している企業
としては、「アジアアパレルものづくりネットワー
ク」の会員企業があげられる。小島衣料、サンテ
イ、奥田縫製、ロックス（17年６月30日訪問）を
はじめ、縫製以外の企業を含めて、31社の会員で
構成されている。
26）ユニフォーム業界では、ほとんどのメーカーが
国内に自社の縫製工場を設けるなど、婦人服、紳
士服とは異なった生産体制を整えていることが注
目される（ボンマックス、17年４月26日訪問）。
27）ファーストリテイリングのホームページ「ユニ
クロのビジネスモデル」に詳しい。
28）良品計画17年８月30日、しまむら17年８月30日、
イトーヨーカ堂（前掲日）に訪問している。
29）すでに商社等の海外製品生産事業は、数多く設
立されているOEM会社なくしては成り立たなく
なっているという見方もある。
し、百貨店向けアパレルメーカーでは、国内生産
の割合が相対的に高い。たとえば、イトキン（17
年８月７日訪問）では百貨店向けでは40％、うち
ミセス物は、50－60％、量販店向けは大半が海外。
三陽商会（17年８月８日訪問）の国内生産は、金
額ベースで40％、数量ベースで30％となっている。
15）アパレルメーカー、縫製業に焦点を当てた海外
展開については、藤井光男「日本アパレル・縫製
産業の新展開」島田克美・藤井光男・小林英夫編
著『現代アジアの産業発展と国際分業』ミネルヴァ
書房、1997年、91－128頁、が有益である。
16）サンテイの中国進出は、藤井、前掲書、康上賢
淑『東アジアの繊維・アパレル産業研究』日本僑
報社、2016年、が詳しい。なお、著者も17年７ 
月13日に訪問しているが、分析については稿を改
めたい。
17）サンテイのリードの下に、30－40企業、120－
130工場が相次いで進出、設立されたようである
（岐阜婦人子供服工業組合、17年７月14日訪問）。
18）加工再輸入減税制度、関税暫定措置法第８条第
１項第２号、に基づく効果と理解することはでき
ない。
19）先に岐阜から中国に進出した企業（30－40社）
と設立された工場のうち、現在残っているのは、
中国以外に展開できるほどの力を備えている縫製
業のみである。その数は、５－６社ほどである。
他は、撤退を余儀なくされ、事業継続が困難になっ
ているようである。
20）こうした中国における縫製工場の規模がかつて
とは比べられないほど小さくなっているのは、日
系のみでなくローカル企業も同様のようである。
ただし、ローカル企業は大きく二つに分かれる。
国有企業系の縫製業や欧米向け量産品を手がける
工場は、1000人単位を今なお維持している一方、
独立創業により設立された企業は、百人単位にと
どまっているケースが多いようである。
21）商社等が組織する中国ローカル縫製工場は、
ピーク時には主力工場は百工場弱、総数では数百
工場数えていたという（伊藤忠商事、日鉄住金物
産）。
22）現在の中国ローカル企業の縫製技術レベルは、
